
地域におけるリスクコミュニケーションの質の向上に向けての考察

Ⅰ．はじめに

　本稿では、福島県立医科大学において 2016 〜
2021 年度に実施したアクションリサーチを振り
返り、共同研究者（リスク学や公衆衛生学者）ら
による論考を参照し地域におけるリスクコミュニ
ケーションの質の向上に向けて考察を加える。

　福島県立医科大学（以下、福医大）は、11 年
前に発生した福島第一原子力発電所事故（以下、
原発事故）の 5 年後（2016 年 4 月）に長崎大学と
共同して大学院を設置した。名称は『長崎大学・
福島県立医科大学　共同大学院　災害・被ばく医
療科学共同専攻（以下、共同大学院）』［1］であっ
た。設置背景の 1 つには、原発事故により露呈し
た、緊急放射線被ばく医療や放射線健康リスクコ
ミュニケーションを担う災害・被ばく医療科学分
野の看護師、保健師をはじめとする専門家の不足

があった［2］。
　共同大学院は、設置とともに文部科学省課題解
決型高度医療人養成プログラムである「放射線健
康リスク科学人材養成プログラム」（以下、「人材
養成プログラム」）に位置づけられた。このプロ
グラムは、長崎大学、広島大学、福医大（以下、
3 大学）によって共同提案されたものであった

［3］。また、これと並行して、共同大学院のリス
クコミュニケーション講座教員が主任研究者とな
る文部科学省や環境省の委託事業であるリスクコ
ミュニケーションのモデル形成事業（機関型）［4］
と放射線健康管理・健康不安対策事業［5］とが
採択された。
　共同大学院内には、これらの事業目的の達成た
めにリスクコミュニケーション講座の主任研究者
を含む教員他、学外の研究者らからなるプロジェ
クトチームによる一連のアクションリサーチが 5
年間継続された。2019 年末のコロナ禍からは、
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このアクションリサーチのフィールドでは地震・
放射線リスクに加え、新型コロナ感染症への不安
やリスクにも対応も課題となった。
　筆者は、東日本大震災の発生後には宮城県や市
町村からの委託を受けるなどして沿岸部の保健師
や関係者を対象とする調査を実施した調査結果に
基づき津波被害地での支援活動を 2016 年 3 月ま
で行ってきた［6］。その後、共同大学院の開設時
に赴任、災害公衆衛生看護学講座を開講し 2021
年 3 月まで上記のプロジェクトに参加してきた。

　本稿でのアクションリサーチとは、現実の問題
の解決をめざした、または、目標となる望ましい
状態に変革していくことをめざす実践と研究を
行っていく取り組みである［7］。リスクコミュニ
ケーションとは、「個人、集団、機関の間 におけ
る情報や意見のやりとりの相互作用的過程」とす
る［8］。

Ⅱ．共同大学院の位置づけと教育研究体制

１．放射線健康リスク科学人材育成プログラムに

よる教育

　原発事故により引き起こされた放射線の健康影

響に対する不安の高まりは、災害医療、リスクコ
ミュニケーションを包含する新しい放射線教育の
必要性を認識させた。
　2016 年度文部科学省課題解決型高度医療人養
成プログラム事業の 1 つとして 3 大学の共同提案
による「人材養成プログラム」が採択された。こ
のプログラムは、それまで放射線災害を経験した
3 大学が培ってきた放射線健康リスクに関する教
育と研究リソースを共有し、放射線健康リスク科
学に精通したプロフェッショナルの育成、つまり、
原子力災害に対応でき、体系的に学修できる新た
な教育プログラムを構築し専門人材の養成が目的
とされた。
　図 1 は、この領域における共同大学院の位置づ
けとキャリアパスに連動した段階的教育体制全体
を示したものである［9］。
　上記の「人材養成プログラム」と軌を一にして、
設置年に採択されたのは、以下の①文部科学省委
託事業（2016 ～ 2018 年度）と②環境省委託事業

（2019 ～ 2020 年度）であった。

　①　文部科学省委託事業（2017 〜 2018）：リス
クコミュニケーションのモデル形成事業（機

図 1　放射線健康リスク科学人材育成プログラムによるキャリアパス
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関型）［10］
　　　共同大学院の事業名：
　　　「災害関連健康リスクにおける協働知の構築」
　②　環境省委託事業（2019 〜 2020）；放射線健

康管理・健康不安対策事業（放射線の健康影
響に係る研究調査事業）［11］

　　　共同大学院の事業名：
「リスクコミュニケーション活動の効果評
価指標の体系化と効果検証の実践」

　文部科学省は、リスクコミュニケーションのモ
デル形成事業の目的について、「専門家集団とし
て責任ある情報発信等のリスクコミュニケーショ
ンを行う取り組みを大学や研究機関がリスクコ
ミュニケーションを支援する活動を通して活動に
携わる人材のリスクコミュニケーションの基礎的
能力を育成する取組を支援し、モデル化を図る」
としていた。共同大学院の教育・研究活動はこれ
らの事業を基軸として展開された。

２．共同大学院の教育・研究体制

1）教育体制と講義の実施体制
　教育体制としては、保健看護学コースと医科学
コースの 2 つのコースが設置された。前者では看
護師や保健師を、後者では消防官や放射線技師・
自治体職員、留学生などの受け入れが想定された。
　図 2 は、2 つのコースの受講生のための福医大
と長崎大学が提供するカリキュラムマップであ
る。修了要件として、双方の大学から 10 単位以
上を履修することがとされ、双方の大学が提供す
る科目を受講するためのテレビ会議システムを用
いて遠隔での共同講義の体制とした。この授業方
式を実施していたことによりコロナ過においても
スムーズな授業の継続につながった。
2）公衆衛生看護学講座での教育・研究

（1）養成する人材像と習得目標
　保健看護コースに開設されたのは、災害公衆衛
生看護学講座と被ばく医療科学公衆衛生看護学講
座の 2 つのであった。筆者の講座は、前者の公衆
衛生看護講座であった［12］。この講座で養成す

図 2　共同大学院のカリキュラムマップ

95



研究紀要青葉 Seiyo 第14巻第 1号 2022年

る人材像は、共同大学院設置目的を踏まえ、被災
現地でリーダーシップやフォロワーシップを発揮
しリスクコミュニケーションを担える人材とし、
以下の 2 つの習得目標を掲げた。
　①災害現地での地域保健活動を円滑に遂行でき

る知識・技術の習得
　②リスクコミュニケーションにおける協働の主

体化を促す方法の習得
（2）受講者の特徴
　履修生の大部分が保健師の資格を持つ学生か、
公衆衛生に関心の高い看護師または助産師であっ
た。この科目の講義は、看護学部の修士課程の選
択科目である看護政策論の履修生と合同で授業を
実施した。また、被災現地で活動する現任保健師
などの研究生や聴講希望者も受け入れた。

（3）公開講座の実施と参加型学習形態
　受講者自身がテーマを選択しての自己学習し、
実践者にインタビューを実施し選択したテーマの
現状と課題を整理し自治体等の施策担当者や現場
の実践者への提言を作成した。授業は、インタ

ビューを受けてくれた方々などの実践者をゲスト
として招いての講義とディスカッションとしてき
た。この一部をひろく関係者に参加を呼びかける
公開講座も実施した。公開講座の企画は、ゼミ生

（市町村に勤務する現役保健師）たちが中心とな
り、自身の関心のあるテーマと講師を選択し企画
した。教員、博士研究員、研究生、履修生らはと
もに、自身のネットワークを駆使し協働して公開
講座の企画・運営、講師との連絡・調整し受講者・
参加者とのディスカッションを深める役割を担っ
た。
　図 3、図 4 のポスターは、2019 年度と 2020 年
度の公開講座の内容である。この内容は、ゼミ生

（カッコ内は、当時の職場）の提案によるもので
あった。
　2019 年度の企画は、避難指示解除後の帰還者
のメンタルヘルスをテーマにしていた五所俊輔

（飯舘村）と、南三陸町での津波被害で自宅を失
い登米市に移住した住民を対象に研究を進めてい
た小野寺悦子（登米市）であった。新型コロナウ

図 3　2019 年度公開講座ポスター 図 4　2020 年度公開講座ポスター
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イルス感染症対策がテーマとした 2020 年の企画
は、手塚有希子（南三陸町）、小室陽子（白石市）、
小山麻実（福島市）によるものであった。
　公開講座は、共同大学院と現場の実践者との
ネットワークを形成しつつ学びを広げる機会とな
り、実践者と学生たちとの「交流と対話の場」と
なった。また、実践者への共同大学院での学修へ
の動機づけの場ともなり、開設 2 年目からの修学
希望者は、ほとんどがこのネットワークの中でつ
ながり動機づけされた学生たちとなった。

Ⅲ．アクションリサーチの実際

１．共同研究者らによるアクションリサーチ

　下記に紹介するのは、上記に示した環境省委託
事業である「リスクコミュニケーション活動の効
果評価指標の体系化と効果検証の実践」（福医大
事業名称）をテーマとする研究内容である。
研究目的は、以下の 3 点が上げられた。

　①　リスクコミュニケーションの効果指標とそ
の効果的方法の体系化

　②　リスクコミュニケーター育成の効果の検証
　③　リスクコミュニケーションによる 住民の

生活状況の改善や心身の健康状態の向上の検
証

　活動の詳細について、主任研究者の村上によっ
て以下の 3 点が報告されている［13］。

　①　学術雑誌の系統レビュー
　　・3000 報以上の日本語・英語論文を対象と

してスクリーングを実施し選択・除外基準
に適合する 2011 年以降の論文 316 報で評
価されていた「リスクコミュニケーション
効果」を整理した。

　②　リスクコミュニケーターへのインタビュー
　　・原発事故後にリスクコミュニケーションを

実践してきたリスクコミュニケーター 10
名（医療者）、自治体職員、住民を対象に、
リスクコミュニケーションの目的としてイ
ンタビューを実施した。

　③　住民対象アンケートと効果評価
　　・リスクコミュニケーションが被災経験への

認識の形成にどう作用し、被災者における
心理的苦痛の軽減や地域内交流の向上につ
ながったかを評価した。

　表 1 は、①と②から抽出されたリスクコミュニ
ケーションの効果指標である［14］。

2）出前講座の実施
　出前講座の対象は、地域住民の健康を守りなが
ら、住民と行政、専門家の橋渡しを行うリスクコ
ミュニケーターの役割を担うことが期待された保
健師などであった。出前講座の実施目的はリスク
コミュニケーションのための知識・技術の向上、
情報交換の場の提供、保健師のストレス・不安軽
減である。

表 1　抽出されたリスクコミュニケーションの効果指標
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　講座開催の日時や場所、テーマや内容の調整は、
大学と福島県の本庁や保健所のリーダー保健師ら
との協議により現任教育として実施された。出前
先は、福島県内の県北・県中・県南・会津・南会
津・相双・いわき・郡山といった各地域となった。
講師は、リスク学、公衆衛生学、社会心理学等を
研究するプロジェクトメンバーで担当した。講師
とテーマは、プロジェクトから前もって提案し保
健師たちが希望に沿うものを選択できるようにし
た。こうして開催された講座内容と実施後の受講
者の評価内容の報告は、その回ごとに福医大の
ホームページに公開してきた［15］。
　（図 5）は公開されている筆者が講師となった
出前講座の報告書である。

２．小高地域でのアクションリサーチ

1）小高復興デザインセンターを協働の拠点にして
　南相馬市小高区では、避難指示解除前年から東
京大学復興デザイン研究体がアクションリサーチ
を開始していた［16］。東京大学と小高区住民は、

2016 年 7 月の避難指示解除時点で小高復興デザ
インセンター（以下、デザインセンター）を開設
した。デザインセンターの活動は、小高地域が直
面する課題を把握しながら、帰還した住民たちと
ともに、まちなか部会、つながり部会、生業部会、
災害リスク部会の 4 つの部会や定例会の開催、行
政区（かつての大字を継承する自治の単位）での
座談会などを軸に進められていた。
2）帰還高齢者との出会い
　筆者がデザインセンターの活動への参加の契機
は、東京大学復興デザイン研究体の窪田教授より
つながり部会でのサロン活動の講義を依頼された
ことであった。以降、筆者は帰還した高齢者と出
会い避難指示解除後の小高でサロン活動を支援す
ることになった。
　まず、筆者はこれらの高齢者ひとひとりを理解
するためにインタビューを実施した。サロン活動
への参加希望者は、70 代後半から 80 歳前半の女
性の高齢者であった。彼女たちは、家族がバラバ
ラに過ごさざるを得ない 5 年半にわたる避難生活

図 5　出前講座報告書
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の中でも小高に帰ることを断念することがなかっ
た。そして、自ら車を運転できなくなれば小高で
住み続けることができなくなることを覚悟しつ
つ、健康づくりやつながりをつくることを望んで
いた。サロン活動は、避難指示解除された半年後
の 2017 年 1 月から開始された。名称はさくらサ
ロンと名付けられた。
3）サロンメンバーと国際交流会の実施
　日本放射線看護学会（2019 年 9 月）の開催に
向け準備を進めていた［17］。福島の現状を知っ
てもらえる学会にするために、窪田教授やサロン
活動のメンバーをはじめコミュニティ再生に向け
ての活動を実践している帰還した人々にも参加と
協力を呼びかけていた。
　以下では、さくらサロンメンバー（以下、メンバー）
と、カンボジア青年たち（以下、青年たち）との
国際交流会の開催に至るまでの経過を報告する。
　筆者は、学会の交流集会に 3.11 の津波・原発
事故後の被災地を訪ね被災住民たちと交流し学会
の場で講演をしてもらうために青年たちを招聘し
ていた。青年たちには、宮城県の名取市、仙台市、
石巻市（雄勝も含む）の津波被災地と、小高の他

に福島県の大熊町、大玉村、福島市を視察するス
タディツアーの参加した後、各地を案内したコー
ディネーターたちとメンバーは学会の交流集会で
合流することにした。このツアーにメンバーの協
力が得られることになり小高も視察先に加えた。
メンバーも小高の案内を引き受け、交流集会にも
参加することになった。メンバーの役割は、青年
たちを小高にも招待し原発事故後の彼女たち自身
の被災体験を伝えることにした。この計画は、サ
ロンメンバーの強力な協力によって成功させるこ
とができた。
　図 6 は、原発事故後の復興状況を知ってもらい
たいと学会としてプログラムに盛り込んだ復興ツ
アーの行程を示したものである。学会参加者が参
加するこのツアーは、学会開催地の福島市を出発
し、飯舘村、南相馬市（メンバーが住む小高があ
る）浪江町を経由し双葉町、大熊町を経由し福島
第 1 原子力発電所廃炉現場も含むコースとしてい
た［18］。青年たちもこのツアーの行程となった
小高に宿泊しメンバーと交流し、帰還困難区域と
なっている大熊町も訪問した
　図 7 の「さくら集」は、メンバーと青年たちと

図 6　福島復興ツアーコース（小高区や福島第 1 原子力発電所廃炉現場も含む）
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の交流をまとめて共有するために作成した写真集
である。青年たちが学会に参加することになった
いきさつ、スタディツアー先での様子（メンバー
の自宅を訪ねた際の様子や懇親会で盆踊りを踊る
様子などが収録）他、学会での交流集会等の状況
を整理したものである。表紙の写真は、メンバー
と青年たちを囲みツアーの案内をした名取市、石
巻市からのコーディネーターらとともに交流集会
を終えた後に撮影したものである。

Ⅳ．リスクコミュニケーションの質の向上に向けて

　筆者らは、原発事故後には福島県沿岸部の保健
師などへのインタビュー調査を実施した［19］。 
　その中で原発事故へのリスクに対応できる知識
や技術を持ち合わせていなかったことを悔いる多
くの言葉を聞いてきた。また、上記の共同大学院
でのアクションリサーチ及び避難解除された地域
に帰還した高齢者たちへの支援活動においては、
中長期視点でのリスクコミュニケーションを実施
していくことの必要性を強く感じてきた［20］。
　以下では、リスクコミュニケーションの誕生と

発展段階を辿る。そのうえで、プロジェクトメン
バーのリスクに関わる研究の知見（中谷内）やヘ
ルスリテラシー（後藤）らの論考を参照しリスク
コミュニケーションのさらなる質の向上に向けて
考察を加える。
１．リスクコミュニケーションの誕生と発展

　リスクコミュニケーションは，1980 年代後半に
欧米で議論され誕生した概念である。1989 年に米
国の NRC（National Research Councn）の報告書

「lmproved Risk Communication」［21］では、本
稿の「はじめに」記したリスコミュニケーション
の定義が提示されている。この後、わが国でも従
来、専門家は、情報の受け手である公衆がリスク
を正しく理解しないことが対立の原因であると考
える傾向にあったが、リスクコミュニケーション
は単なる一方的な情報伝達ではなく、専門家・リ
スク管理者と公衆との間での双方向で行うプロセ
スであることが強調されるようになった。
　背景には、スリーマイル島原発事故（1979 年）
などにより発生したリスクをどのように認識する
か、またどのようにリスクを低減するかといった

図７　さくら集（さくらサロンとカンボジアの青年たちとの交流記）
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リスク管理の考え方が行政や企業に広まったこと
がある。そうしたリスクを伝えて理解を得るコ
ミュニケーション技術が必要となりそれがリスク
コミュニケーションと呼ばれるようになった。し
かし、初期の段階のリスクコミュニケーションは、
非専門家すなわち市民に対してどう伝えて納得し
てもらうか、あるいはいかに反対意見を封じるか
に主眼が置かれていた。
　NRC 報告書を翻訳し紹介した関沢（1999）は、
リスクコミュニケーションの発展段階を以下のよ
うに 3 つの段階に分けている［22］。まず、デー
タの開示の段階である第 1 段階では、科学技術的
な情報をそのまま説明しても、良く理解されず受
け入れられることは少ない。第 2 段階では、情報
発信者の意図が受け入れられるようメッセージを
工夫するが、都合の良い点を強調する場合が多い。
第 3 段階は、共通ベースでの意見交換の段階であ
る。この段階では、説明するだけでなく相手の意
見を聞き討議する。情報よりもコミュニケーショ
ンが強く意識される。関沢は、この第 3 段階がリ
スクコミュニケーションといえるとし、討論を可
能とするには意思決定プロセスを透明にし、判断
基準と判断結果との関連を示す必要があるとして
いる。
　
２．リスクコミュニケーションの質の向上に向けて

1）リスク研究の知見から
　スク認知の研究の知見［23］は、人々が様々な
ハザードをどのように受け止め反応するかを説明
し、リスクコミュニケーターによる実践の質の向
上への多くの示唆を与えてくれる。以下に示す例
はその一部である。

（1）二重過程理論からの示唆
　リスク認知研究における理論の 1 つに、二重過
程理論 Dual process theory がある。この理論は
以下の 2 つの思考形式から説明する。システム 1
は、すばやく自動的に働く直感型の情報処理であ
る。例えば、コロナ禍における俳優などの死の報
道、つまり定性的な事例は衝撃的なほど人々に大
きなインパクトを与える。システム 2 は、時間を

要し意識的に思考する熟慮型の情報処理であり、
定量的な評価で人々に影響しようとする。思考シ
ステム 2 は、単なる印象を越え根拠となる分かり
やすい説明が加われば健康への影響の理解を促
す。中谷内［24］は、システム 2 によって定量的
な認知が生み出されるが、日常生活ではシステム
1 による定性的認知が優勢に機能しやすいことを
十分に理解しての実践が必要であると指摘してい
る。

（2）欠如モデル Deficit Model からの示唆
　欠如モデルとは、一般の人々を科学知識の欠如
した存在と位置づけ、一方向的な科学知識の伝達
と受容促進・啓蒙するコミュニケーションモデル
である［25］。中谷内［26］は、人々の科学リテ
ラシーの不足は不安のごく一部を説明するにすぎ
ず、欠如モデルによるリスクコミュニケーション
を支持できないとしている。そして、科学政策を
一方的に押しつけるものであり、科学技術や政策
への不信感を招いていると厳しく批判してきた。
そのうえで、欠如モデルによる専門家主導の人々
への啓蒙的な働きかけの是非は、民主的な価値の
繁栄という観点も含め判断されるべきとしてい
る。
2）ヘルスリテラシーの視点から
　一般的にヘルスリテラシーとは、情報を受け取
る側の情報を理解し「使える力」である。後藤［27］
は、ヘルスリテラシーの概念は、住民が健康情報
を理解して使うスキルだけでなく、保健医療従事
者の分かりやすく伝えるスキルも求められるとし
て、以下のようなアクションリサーチを実践して
きた。

（1）情報の伝え方への示唆
　後藤は、出前講座などにおいて、保健活動で配
布する健康情報は医療における治療と同様に意味
を持つが、リスクを理解させようとする数値によ
る図表などは最も難解であると指摘している。そ
こで分かりやすい印刷物の作成のために有効な、
数値の分かりやすさの区分を示す Apter らが提
唱する数値レベルや、資料全体のわかりやすさを
測定する日本語版 SAM（Suitability Assessment 
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of Materials）を紹介している。SAM は、内容、
わかりやすさ、見やすさ、読み手の認知感情面へ
の配慮を評価する項目を提示している。後藤は、
さらに、「帰還住民を持続的に支援可能なアプリ
ケーションの開発」をテーマとする研究も実施し
てきた［28］。
　このような後藤のとりくみは、双方向のリスク
コミュニケーションの質の向上に向けての情報提
供側の伝えるリテラシーを高めるとりくみである
といえよう。これらの事業成果は、共同研究者ら
のプロジェクトメンバーによりパブリッシュされ
ている［29］［30］。
3）リスクコミュニケーションの実施体制への示唆
　自然災害や原発事故、そしてコロナ禍などが発
生すると、行政職員、保健師、ケースワーカー、
消防官、警察官などは、直接、地域住民と対峙し
リスクコミュニケーターの役割を担わざるを得な
い。筆者らの 5 年間のアクションリサーチで明確
となったことは、現地で活動するリスクコミュニ
ケーターだけでは期待される役割を果たすことの
困難性である。彼らが継続的にリスクコミュニ
ケーションを実践するには、応援できる後方支援
者、チームが必要である。
　このような後方支援チームは、リスクコミュニ
ケーターが所属する組織と地域社会のリスク管理
を行えるチームである。このチームを「アドホッ
クなスタッフとして用意しておけばよい」とする
意見もある。しかし、“一時的な、または暫定的な”
という意味であれば賛成できない。リスクコミュ
ニケーションの先駆者である木下は、リスクコ
ミュニケーターの個人的スキルの訓練だけではな
く、その背後にある組織風土がより大きな力とな
ることを指摘している［31］。リスクコミュニケー
ションを学べば、学ぶほど、トラブル対応として
行うのではなく、随時出動できるリスクマネジメ
ントを行えるチームの一員として活動できる体制
をとることが望ましいと考える。

Ⅴ . おわりに

　本稿では、共同大学院での取り組みを振り返る

ために改めて国や大学のホームページや研究報告
書を確認した上で以下について報告した。

　①　共同大学院の設置目的
　②　目的達成のための基軸となった事業
　③　共同大学院の教育・研究体制
　④　実践してきたアクションリサーチの実際
　⑤　①～④を踏まえリスクコミュニケーション

の質の向上に向けての考察

　共同大学院は開設とともに文部科学省が採択し
た 3 大学の共同提案による「人材養成プログラム」

（2018 〜 2021）の実施機関となった。国は、2013
年 3 月に文部科学省科学技術・学術審議会内に安
全・安心科学技術及び社会連携委員会を設置した

［32］。この委員会では、リスクコミュニケーショ
ンを推進していくための基本的な考えや課題等を
整理し、「リスクコミュニケーションの推進方策」

（2016 年 3 月）を公表した［33］。これに呼応す
るかのように共同大学院は設置された。
　共同大学院では放射線健康リスク科学に精通し
たプロフェッショナルを育成していくことを目的
とされた。そのための活動の内実は自然災害や原
子力災害にも対応できる新たな教育プログラムを
構築しての人材の養成であり、具体的に目指され
たのはリスクコミュニケーターの養成であった。
筆者も地域で活動するリスクコミュニケーターと
して期待された保健師を対象とした出前講座や帰
還した地域住民を支援する活動に参加する機会を
得た。これらの活動は、まさに原発事故で失った
科学技術への信頼を回復するための地域の関係者
及び学協会・大学、その他研究機関と協働したア
クションリサーチをベースとするリスクコミュニ
ケーションの実践そのものであったといえよう。
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